
貸 借 対 照 表
（令和８年３月31日） （単位：千円）

資産の部
Ⅰ 固定資産
１ 有形固定資産

土地 53339384
減損損失累計額  133508


53205876

建物 93380821
減価償却累計額  45723465
減損損失累計額  41460


47615895

構築物 5453042
減価償却累計額  3216900


2236141

機械装置 91653
減価償却累計額  16031


75622

工具器具備品 40053943
減価償却累計額  30885907


9168035

図書 4626675
美術品・収蔵品 43966
船舶 5919677
減価償却累計額  5917077


2600

車両運搬具 248709
減価償却累計額  220452


28256

建設仮勘定 795588


有形固定資産合計 117798658
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 退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表
非積立型制度の未積立退職給付債務 793425655
未認識数理計算上の差異 75421260

       

退職給付引当金 868846915

       

 退職給付に関連する損益
勤務費用 86807182
利息費用 15845733
数理計算上の差異の当期の費用処理額  103804125

       

合計  1151210

       

 数理計算上の計算基礎に関する事項
期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表している。）
割引率 29％

（国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト）
Ⅰ 業務費用
 損益計算書上の費用
業務費 43141790589
一般管理費 980246687
財務費用 69933425
雑損 154980
臨時損失 73166406

        
44265292087

 （控除）自己収入等
授業料収益  2828017130
入学料収益  394874100
検定料収益  92369000
附属病院収益  25196664910
受託研究収益  970321269
共同研究収益  379823393
受託事業等収益  295641276
寄附金収益  855067330
財務収益  43384353
雑益  576710473
指定管理料収益  292021048
臨時利益  71779

        

 31924966061
業務費用合計 12340326026
Ⅱ 資本剰余金を減額したコスト等 1758001048
Ⅲ 機会費用
国又は地方公共団体の無償又は減 
額された使用料による貸借取引の
機会費用
政府出資等の機会費用 945174975
無利子又は通常よりも有利な条件 

        

945174975
による融資取引の機会費用

Ⅳ （控除）国庫納付額 

Ⅴ 国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 15043502049
 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率
「国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストの注記における機会費
用の算定に係る利回りについて（通知）」（令和８年４月10日付け８文科高第46号）に基づき、
2345％で計算しております。

（重要な後発事項）
該当事項はありません。

国立大学法人鹿児島大学令和７事業年度財務諸表に関する公告

国立大学法人法（平成15年法律第112号）第35条の２において準用する独立行政法人通則法（平成
11年法律第103号）第38条第３項の規定に基づき、国立大学法人鹿児島大学令和７事業年度財務諸表
について次のとおり公告します。
令和８年 10 月 16 日 鹿児島市郡元一丁目21番24号

国立大学法人鹿児島大学長 井戸 章雄
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